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電機産業の海外進出と雇用への影響
小林良’陽
【はじめに】
我が'王|企業の海外進出と扉)１１問題に関する調査ｲﾘ|:先は，すでに35年の歴
史を重ねている。調査研究にも，時代状況の変化に応じて流行り廃りがあ
るようで，このlllj題に関しても次の三つのブームがあった。
第１のブームは1970年代，ニクソンショックから石１１１１危機を背景とした
企業の海外進出がIiiIi発化した時代で，この時の調査j1iⅡ:究の主たる担い手は
労働組合とそれに関係の深い現代総研や'三１本労働協会といった研究機関で
あったが，その内容は雇用へのネガティブな影響について警鐘をならすも
のが主流であった。
第２のブームは1980年代の後半，プラザ合意以降の|]]高局面に再び海外
投資がii1i発化した時ﾘﾘIで，この時は通産省，労働省，経済企IuIl庁といった
政府機関が，海外進'１１による雇用へのマイナスの影響について政策形成の
主体としてⅡlllAnを１足えようとしたところに将微があった。
そして，第３のブームは1990年代，グローバリゼーションによる束アジ
ア諸国とりわけＩ１１ｌ玉|デフレの荒波の時代に，海外進１１}と耐'１の減少に関し
て主として研究背による精級な手法で実証研究されたものであった。
これらの３つの時代の調査，研究，推計には，その多くが我が国企業の
海外進出が)il1川にｲiilらかのマイナスの影製Ｉを与えると共通の課題設定があ
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ったようにAllえる。
しかし，第１のブームの時代からずっとこのｌＩＩｌ題に深く携わってきた筆
者には，この課題設定に「違和感」を持ち続けてきた。それは，「海外進
出と扉用llUldnの訓州１１:究」の35年の歴史のうち，その大半の30年間は，雇
用への影郷は現実に何も起こっていなかったのではないか，という「違和
感」であった。
この小論は，当初「産業空洞化論の虚妄」をテーマに書こうと考えてい
たが，実際にljj(稲を書き始めたところ，後にふれるfu機産業の二つの事件
が起こって，それに触発されて「今こそ，空洞化が始まった」に変えるこ
とにした。
【虚妄の産業空洞化論】
ｆＥ機労迎が，「fli機脆業の海外進出と雁)|]'''１１虹」と題する調査研究報告
書の'11で，「f(ｉｆ機企業の獅外投資によって'五'１人Ihi1)|]の２万9936人を失った」
とする推計絲呆を発表したのは，1979年５月のことであった。このレポー
トは，電機労連が法政大学の村(1)仁三郎教授に委託してまとめたもので，
当時の世の'１』のiii'二|度はいまひとつであった。しかし，このレポートは，
その後の「海外進}11と雁)ⅢⅡ題」の調査j1i)｢先に，少なからず影響を与え
た。ひとつは，その後の「海外投資によるﾙl{１１１への影粋」の挑計は，この
村||州t計の手法がlH1f製されたこと，いまひとつは我が国企業のii1jL外投資を
｢雌業の空i1iil化」というネガティブな面だけで捉える考え方をすり込んで
しまったことである。その意Ujkでは，このレポートは功罪半ばというより
も，罪の力が大きかったかもしれない。
我が唾|の労IlillillIl合が，企業の海外進ＩｌＩと)7iﾘ１１について111]題意識を持った
のは，1973年にまでさかのぼる。この年，労働組合では，総評がアジア労
組会議を|ｻIlllilし，またＩＭＦ・ＪＣ（金属労協）などの民|(１Ｍ合が多|正|総企
業労組連絡会議を結成して，多|玉|耕業対策に取りilillみを開始したが，これ
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といった成果を結ぶに至らなかった。1974年になって，労働組合が設立に
深くかかわった:IJA代総合ｲi)|:究集lIlが「多国籍企業と労働ﾙ１１合」と題するレ
ポートを提起し，この''１でいわゆる「雁Ⅱ]機会のDliiiillI」について言及した
が，それは「わが'工|では，多'五|雑企業による雁)11機会のＩｌｉｉＭＩ，すなわち失
業ｌｌＩｊ題は生じていない。しかしながら，電概，繊ﾙIli製,Ｈ１を'''心として東南
アジアの低賃金を利)|｝するIilli外巡''１が増大しているので，今後|]本への製
ＩＲＩの逆輸入が[1本|玉|内の労llill条件の改善を'111害する危険`|化のあることに
は，十分に注意しておかなければならない」という，１１１１象的な指摘に止ま
った。
こうした''１で，電機労連が上記の「海外進IlIと雁)lIllIj題」のレポートを
発表した。筆者はこのｲi)|:究会を組織し，事務)可として取りまとめ役を務め
たが，当時は電機朧業で空iliil化が起こるとは本気で考えていたわけではな
かった。その可能性があるのか，ないのか，半々くらい１Ｍ状認識であった
と思う。それなのに，なぜ「３万人の扉用喪失」というような報告書を出
したかというと，それはある枕の政袷的な意図があったと言っていいだろ
う。
当時，労働iMl今は企業の海外進111に対して，アメリカの事例などに照ら
して，日本においてもﾙ１１川への影響が起こるのではないかという懸念をい
だいていたことは雌かであったが，とはいえ労Imll組合がll1めようとしても
止められるものではないので，何とかその影響をモデレートにするには，
どうしたらいいかのということを考えていた。そのためには，労働組合が
会社との労使|jll,議会の場で，また政府すなわち労MiI省やnＭ:符に対して，
さらにはマスコミ対･錐としても，イiilかインパクトのあるもの，すなわち
｢これだけ失業者が出た」というような具体的な数字をぶつけるのがてっ
とり早いと考えたのである。
それにはどうしたらいいかと村}|(先L'三に相談したら，桃計の数値をだし
てくれた。これが「雇川への影響マイナス３万人」という数字で，これは
企業に対しても，また対政府にも効果釧而であった。村lIM1li計はいくつか
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の前提条件をつけた上でのひとつのインデックスであったが，その前提は
どこかに１１ｋつ飛んでしまい，「企業がillj外進出すればlml内雇用は失われる」
という風潮を作りあげることに大成功した。
そして，この髄機労迦の村１１]推計は，その後の政府の政策形成に直接・
ｌｌＩｌ接の影粋を与えることになった。すなわち，1980Ｊ｢代の半ば以降の円高
局而における海外進出の活発化した'1綱lになると，政府の各省庁から雁１１１
へ及ぼす影判の惟計結采が科|次いで発表された。例えば，通産省・産業織
造審議会（1986〈1リ，維済企11111庁･経済瀞議会（1986ｲ｢)，労働省（1987年）
等である。これらの推計は対象』UⅡlllや係数のllXl)力の違いがあったり，ま
た産業連関表や糀級な推計式を駆使しているが，）､1川へのプラス効采とマ
イナス効采を札|殺するという推計手法そのものは，fli機労連・村{||推計を
踏襲したものであったので，この手法をとるかぎり，結果はマイナスの影
響しかない。
従って，’1}てくる結果の数値に大少はあるものの，そのインプリケーシ
ョンは国内雇川が減少するという点で共通しておl)，その政策対応は「雁
)１１への懸念があるので海外進出にさいしてはﾂj'仙の十分な協議を求める」
というものになったのである。砺機労連は当初から政府の政策形成にこれ
ほど深くかかわることを'二|論んでいた訳ではなかったが，この点では，結
采的に恐惑以上の効采をあげることに成功したのであった。しかし，時代
はバブル絶IIJ｣|Ｊ１，人手不足が深刻になっているときに，筆者は今さら雁ﾉ1］
へのマイナスの影糾もないものだ，これはどこかおかしいという「違和
感」を感じた。
1990年代に入ると，さすがに|ｲﾄﾞ計という手法はとられなくなって，学
者・研究者による糀級な実証ｲi1f究に移行しが，イⅡかわらず国Ｍ川への影
劉を追うｲﾘ|:先姿勢には，また「連ｆｌ１感」をおぼえた。（例えば深尾京司氏，
iliill=Ｉ治夫氏，樋1二1英雄・玄111打火のiilii氏の論説等で，祥しくはl]本労働ｊＩｉ)|：
先機椛「産業の柵iil化と労働にＩｊＵする〃|:先」（2000年）の文献一覧参11((）
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【事実の検証一海外進出】
前置きはこれくらいにして，本論に入る。まず，電機雌業の海外進Ｉｌｌの
事実の検証から始める。
電機連合は，1973年から今|］（2005年）までの32年1111,71i機連合hl1MlMI
合の関係企業を対･象に「抑外巡lII状況調在」を実施してきている。調杏は
隔年で実施しており（一部２年おき)，また90ｲ１A代については補足調査で
各年のデータを蒐集している。この調査は，時系列データとして長期の観
察が可能なことと，｜正|内nl11l1への影響を吟味するときに|可Mih機連合の雇
用調森との直接比較が可能であるという，データ相互の盤合性を考慮して
これを使うことにする。
電機連合の「海外進'１)状UlL調在」の|=|的は，髄機連什力llWIMlll合企業の海
外現地法人の設立，撤退，統廃合等の動向を把握し，髄機迎合の海外総合
対藝策の一助とするためのものである。調在は，ｆＩｉ機迎合に力llMlしている全
組合（現在214組今）に剰して行われ，製造，I仮売，サービス，研究開発
のいずれを'111わず，加外に設立した現地法人の設立年次，資本金，業務内
容に加えて現地従業貝数についてlnl符を求めている，きわめて有益な資料
である。
ただし，この調森のⅡ'１題点は，訓在票のIUiMjがfE機迎合のⅢ|Ｍ組合のlii
位の配布となっているので，１企業．l組合のばあいはよいが，例えば松
下電器労組のように，IjM連企業（松下電産，松下通信］:業，松下稲子な
ど）の従業貝をもってⅢⅡ合を柵成している場合は，複数の企業グループを
もってｌ企業とみなしている。さらに，この訓杏における海外現地法人の
収録範lIIlは直接力１Ｍしている企業にとどまっており，その子会社が設立し
た海外現地法人（親企業からみた孫会社）は，当該子会社のilll合が冠機連
合に力１Ｍしていなければ収録していないので，この点が各社の結財務諸表
における連結企業の範|)１１とは異なっている。
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また，この制服fのデータを使う場合，労llilnIlI1谷を、しての調在であると
いう点で，はたしてfli機産業全休を十分反映しているかどうかという，い
わゆるカパリッジの'''1題がある。この疑念は，7ｈh機迎合の組織率が，我が
国電機産業全休の従事者に対しては37％秘度であるということからする
と，当然である。しかし，大企業の従業員数（｢法人企業統計」の資本金
10｛意|q以上企業）にたいしては，電機連合のｉＭｌﾙMi率は80％に達している。
この点からも，7hh機労迦の各枕訓在は，砺機雌業の大企業の状況に関して
はほぼ大半を反映してお')，この海外進出状Uil制服Ｍような大企業が占め
るウェイトが商い'''１題に関しては，電機連合調ｲfの信頼性は確保されてい
ると，考えていいだろう。
ちなみに，経済雄業省の「海外Iiili動基本調ｲf」と比較すると，電機連合
の「調査進１１}状ＵｉｌｒｌＷｉＪは，調森対象企業数（本社）では43％をカバーす
るにとどまるが，大企業に対しては74％に達しており，また現地法人数で
は68％，現地従業者数では84％をカバーしており，データを利)|]する上で
許容される範ＩＨＩ|ﾉﾘにあるとALIわれる．
なお，この訓在は対象企業数（本社）が31ｲli1II1l司一企業ではなく，新た
に海外進}IＩした企業がその都度に力||わり，また未ⅢllIWlであったiMI合が電機
連合に新規力ⅡＭＩするとその都度その企業が新たに迫力Ⅱされてきている。こ
の中には村[１１製作所，オムロン，マキタなどのillj外展Ｉｌｌｌが活発な企業も含
まれているので，時系列データとしてはこの点を注意して几る必要があ
る。しかし，訓在を開始した1973当時の対象企業数（本社）の37企業が，
2004年時点においてもおよそ全体の60～65％のウェイトをIliめており，残
')は新たに進'1)したものと新hllIMlM谷の企業の半々くらいとみていい。
こうした前提をおいた上で，第１衣を見てもらいたい。この表は，隔年
であったり，２年おきであったりとやや不揃いである上，９０年代は補足調
査によって各年データになっている。それでも，IilllL外の現地企業数と海外
現地従業員数は－F1して噌力１１{llml可にある。ただ一点だけ，1976ｲﾄﾞの海外従
業員数が前年に比してマイナスになっているのが例外的である。これは，
fli機E11i業の海外進出と雁)|]への影禅
第１表電機産業の海外進出の推移
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111所：電機連合「海ﾀﾄ進111状況訓在｣，肢新版は稲機連合「調森'１洲i」Ｎｏ．357
台湾の大手の電機メーカーである大|可電機に東芝が20％を超えるｌｌ１資をし
ていて，それが東芝の海外関連企業に挙げられていたが，７６年には出資比
率が下がって関連会社でなくなったことから，約１万5000人の従業員数が
一挙に抜け落ちたために，全体の数字がマイナスになったためである。
海外現地従業員数の推移をみてみると，1970年代は６万人～９万人台で
あったものが，８０年代の後半には20万人台，９０年代には60～80万人台と増
大し続け，2004年には100万人の大台を突破している。また，製造現地従
業員数は，最初の10年'１|]で1.6倍，次の20年間で約５倍，３０年11}]ではじつ
に15倍に増大している。
調査対…象
企業数
iilj外
企業数 内製造
内販売．
サービス・Ｉｻﾄ１発
１１１ﾉﾀﾄ 
従業貝数
内製造
従業員数
３４６８０２５６９０１２３ ７７７７８８８８８９９９９ ９ １ 
４ ９ 
５６７８ ９９９９ 
１４ ０ ０ ２ 
７５７９３０００５ ３４４４６７７７７ 
４ ８ 
４ ８ 
４ ８ 
３３３８ ９９９０ 
４ １ 
４９０ １１３ １１１１１ 
３６１１２１ ２１２９０３ ２３３３５６ 
４２２２６ ４７５７７ ７７９２３ 
７ ９ １ １ Ｐ 
３９ ４１ ５６ 
３０４６９３ ９８９７３２ ６８９０３７ 、、ｐ９９９ｐ９１１１１１１１１２２２ 
４３４９ ２７８０ １１１２ 
５０４ ６１３ ２３３ 
６５３７２９３３７５ ３１７０５６２７８２ ３４５６６６７７８９ 
３００ ５４３ ９０１ １１ 
９３７２７１０ ９４３８３２１ １１１２３４ 
６ ３ １ 
７９９５４６０３９３９３ ３９６４７９２９６２９９ ５６７８８８９９０１２５ １１１１ ３０９４０２４２８０５６１６７７１４７２ ７５９３９６８１７１５０５３４１０５１０ ４２６７５９４４６６６４６０２７４３５１ ６９９９，、９０９９９９？０９９０９９Ｄ６０３３１０９００６９５０６１２２８６１ ６９８４８００３２８３０１８５８７０８０ １１２２２３３４５５５６６７８８０ １ ４３７３７８２９１３１６１００１７１４６ ８３２９９３１２５９６３５４２７１０７７ ７４７６００７００５９００１２７７４６７ ９Ｐ、９９９００Ｐ９９９９９９？０９りり０９４４１０１６５３９４０３７０２２０５ ６７７３７８８８４４８２３０６６８２８８ １１１１１２３３４４５５６６７７８ 
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【事実の検証一国内雇用】
｜|Ⅱ題は，この海外１Ｍ地従業域数のj1MIjl1が，’五|内刎|i労働者の雁)'１にいか
なる影響を与えたかである。それには，まず|正||ﾉｨの)iI11l1に関する事実を確
認する必要がある。
鋪１図は，↑１１機迎合の組合員数の30ｲＩえ１１１１にわたる挑移を図示したもので
ある。流機雌業の)IiUl1数を見るのに労I1lill組合員数を持ってきたのには，雛
１表の「iilj外巡llI状Ｊ１訓在」と同げＩｉ機連合MM係企業をベースにした調在
で対鐵比するためてある。
電機連合力|ＩＭＩの214組合は，数組合の例外を除いてユニオンショップ制
をとっているので，111合且数は従業員数とほぼ同じと考えていい。ただ
し，組合員には梓nlUlilliは含まれていないから（課長クラスが組合貝になっ
ている－部の例外を除いて，課便以上はｊＭⅡ今11)，この組合員数におお
よそ15％～20％秘度をプラスしたものがIML従業貝数ということになる。
そういう$lllかい数字の詮索はともかくとして，この図からおおよそのＩ頃
第１図電機連合の組合員数の推移
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向を読みとってもらいたい。稲機迎合50年の歴史のなかで組合数が減少し
たのは，1970年代に２度の石1111危機に見舞われた時と，1995年以降の「１０
年デフレ」下の二つの時』91だけである。それ以外の時期は，一貫して組合
員数が増大している。
これを，同IjIlの「海外進出とＭⅡ」が'１１１題になった３つの時｣9｣区分と重
ね合わせて，吟味してみたい。
第１の時期の1970年代は，１Ｍ;かにｆＥ機連合の組合数は減っている。しか
し，減少したとはいっても’～３％腿度の微減で，５０万人台前半を維持す
る横這いであった。また，その要|火|ももっぱら、111危機下の総需要抑IIillに
よる減量経営の徹底による'二|然減不補充のなせるものであった。と')わ
け，カラーテレビの生朧が世界一になった後の1970年代の電機雌業は，ダ
ンピングの疑いによる関税誌し１１:めに始まり（1970年)，ダンピング決定
(71年)，独禁法途)又の楓害賠ｲｶﾞi請求（74年)，ＩＴＣの緊急輸入Ilill限摘置
(76年）等の札|次ぐ対HIlill裁攻撃をうけて，ついに1977年には'三1本による
llihlllR主規IIill（ＯＥＭ協定）を強いられるなど，「苦境の１０年」といわれ
る時代であった。しかし，それでも扉１１]の減少はj隆微にとどまり，まして
やそれが海外進１１１による雇用への影糾を云々する以前の程度にしか過ぎな
かったのである。
第２のl986fliから87年にかけての１１柳lは，プラザ合意後の急激な'１]高と
世界一になった商賃金のリスク'111雌の手段としての抑外進出がliIi発化した
ため，その雇川へのマイナス・インパクトが懸念された。しかし，時代は
バブル時代に突入して雇)|]は逆に人手不足状態で，館１図に示すように８０
ｲﾄﾞ代後半の５ＩIｴⅡ１１に，電機労連の組今員が10万人も1W大するｲ丁様で，「産
業空洞化」とか「雇用空ilii1化」などは，幻想にしか過ぎなかったのであ
る。
第３の１９９０１１三代の時期は，「十年不況」と「''1国デフレ」のただ'１１で，
とりわけ1995年から99年にかけて懸念されたhiH)11の減少が始まった。第１
図に見るとお')電機連合の糺I今貝は1984年のピークに哨力Ⅱから減少に転じ
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ている。誰の'二Iにも，一見|工|内雁)Ⅱへの影響が起こっているのではないか
というふうにAllえた。
学者・ｊ１ｉ)|:究者による笑証ｲi)|:究がなされたのは，この時期である。これら
の1i)|鴛究論文は，「雁)'１への影科」を探ろうとしているが，その結論は獅外
での)iT11l1filⅡllの力が|正|内)ii1)11のi1111減の力が大きいとか，事業所の特性によ
りその影禅は災なるとか，または地域によっては，あるいはブルーカラー
については雁)１１機会の縮小がみられる，海外で好業繊のケースでは|工|内雇
)11は逆に墹力llしているなど，｜真正な言い|Ⅱ|しというか，エクスキューズが
|]に付くものになっている。どうして，こういう|唆味な結論になってしま
うのであろうか。
【雇用は減少していない】
じつは，この時｣０１は，まだ「|玉|内雁１１]への影響」は起こっていなかった
のである。この時代を以て「Iilij外巡}11による)711川の空i1iil化」を実証しよう
とした研究者たちは，いったいいかなる事実を),L誤ったのであろうか。
ここでは製造業を'''１鼬にしているので，「工業統計表」の「従業者数」
を使うことにする。第２図の無い実線がそれである。これによると，電気
機器製造業の工場ベースの従業者数（４人以上の事業所）は，1991年の
198刀人をピークに，その後は1994年には180万人をi1illl)，2001ｲＩｉには150
万人の大台１１('１れと￣Ｈしてiliilil)続け，2003ｲﾄﾞには129万人まで落ち込んで
いる。
これで見るlljしり，葹気機器製造業の二[場の従業者数は，イilliかに減少して
いる。それも減り始めた時｣９１は，電機連合のilll谷貝が減少し始めた時よ'）
も４年前の1992年からである。碓かにこの'正|内従業者の急激な減少は，企
業の海外進''１の影戦!と紬ぴつけたくなる誘惑に駆られる状況になってい
た。しかし，そこにひとつの落とし穴があった。
1990年代にi通気機器製造業の]二場で従業者数が減ったのは事実である
ｆ{ｉｆ機lli業の海外進|||と扉川への影禅
第２図我が国電機工場のトータル雇用数
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IlI所：従業洲土経済))↑:業fl「|:紫統計表｣，」|：正規従』Ｍ･はf{n機〕1k合「１１１機)>1：業の雁川附
造に|則する訓Ilf」（2001ｲ|:）及び「ＩＵ機産業のii11iIWi1llの実態に|川する調刑,f」
（2004ｲ１３）によりｲｲ院Ｉ.
が，それはIMil従業貝ないしは常川労I1ljll者のはなしである。1990年代を対・
象に「産業空i1iil化」＝「唾||ﾉﾘ雇用のjili少」を尖証ｲi)|:先しようとした人たち
が見ていた「|工|内雇)|]」とは，この】[蝿従業員ないしは常)Ⅱ労働者だった
のである。しかし，この時』Ulからは非''三蝋の従事省が急激に贈えだしてき
たのである。
それは，ＩＴ関連の新鋭二[場になるほどその伽|h]が強く，その最近の状
況をI1l1解してもらうために，第２表を折し示す。これは，１１i子・精辮機器
関迎の鮫新鋭二lﾕ場などのl及近の凧)'１災態をまとめたもので､ある。この｢|」
で，例えば大型液,h１，テレビの一貫LMiにおいてＩＭＬの肢先端工場を標棚し
ているシャープ他llI工場は，第ljlill二Ii場の完成時点で，従事打数は3080人
だったが，そのうちシャープのjlx社1三lは800人にしかすぎず，残りの2280
人は請負労働打（一部派逝）であった。こういう話は，シャープに限った
わけではなく，表に掲載したソニーとか松下，キャノン等の先端工場とい
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第２表大企業のエ二場の請負・派遣労働者数と比卑
歴
率
われるところでは，どこも人趾の請負ﾘﾉIlillf'１がこ[場柵、で作業に従ZlTして
いる。このように'三|本の舷先端工場は請flﾂﾅⅢ片なくして|Ⅱ|らなくなって
いるのであるが，こういうコストilill減をした企業が，「勝ち組」企業と言
われているのである。
このように11i機朧業の二[｣j職で諸Ｉｉ州1,1打が人品に活川さｵＭｆｉめたのは
1995ｲにろからであるが，この尖態をlﾘlらかにしたのはfliZ機総ｲﾘ|:の調森で
ある(1)。この計,Ｗｆによると，二I:場ﾜ)従事している令州ｌｉＭｎうち」|ﾐI[脚労
働者の比率は，2000ｲﾄﾞで17.5％，2003ｲｌｉで23.3％に達している。試みに，
この訓在でＪ１:]]三jJA労川村が二[場|ﾉﾘに災ｲI;していたことが{iIi;認できた1997年
までさかのぼってMli計して，鋪２図の従業打数に11畠IMiL労１１町行分を_'二采せ
したのがグラフの斜線の部分である。
この結果，ＪＭ,I労I1mllfi･に非]MiL労働巻（論fWI1腓行）をプラスした二'二場
の全従事粁数は，1991年の198ﾉﾌ人のピークの後，］994ｲ|ﾐから2000イドまで
はずっとバブル19|の水準である180万人台をｉｌＩｉ特してお')，全従事打数は
減っていないのである。この時｣Ulにiliili少したのはj[ｊＪ,l労IjiIご片で，それをﾈlli
企業名 場の●１ ←← 全従JilWi. 内ｉｉ１ｉＩｉ・派jfi li1比率 ｌｌｌｌﾘ『
コーマツ 大阪 5()(） 2()０ 4().(） ｢l維新|ⅡＩ
｢１本ビクター ０１ １｜ 〃１．１ Ｐ 薑ｌｊ ｉ 冊１１ 75(） 375 5().(） |]維新lｌｌ１
齢I:皿プラズマ 三ｊＫ 110(） 6()０ 5４．５ １１総Hili業新llll
''１形ケンウッド 450 300 6６．７ ﾉノ
キャノン マテリアル他 5()()(） 25()０ 50.0 ０１ﾘ１１１新|ⅡＩ
ソニー イーエムシーエス １２()()(） 110()０ 9１．７ ダイヤモンド
三洋fu機 テレコミニケーション 1８７２ 1５３４ 8１．９ [I総フォーラム
スズキ 湖 35()0 800 2２．９ ダイヤモンド
松1fMi器 映像（l1jM<） １１()(） 5()６ ４６.(） アカハタIllli1版
シャープ◎ Ⅲ１１１ 3()8(） 2280 7`１.(） 〃
トヨタ１２１鋤I|〔 本社］:場 25()(） 805 3２．２ 〃
稲機j1ili業の柳ﾀﾄ進}|}と扉)'１への彩糾 ４０３ 
うかたちでiii1ifl労IliIが増大しており，総数では変わっていないのである。
【要素格均等化と比較優位の劣化】
「十年デフレ」といわれた1990年代，電機企業がこのように従事渦.を増
やすでもなく，減らすでもない，’１１途半端なⅢ１１川管１１１１政筑をとり続けたの
は，どうしてなのであろうか。それには，l990Kr代の10年Ill1，戎が国の電
機庇業で，なぜ工場内でhI11l1構造の変化が起こったのかについて言及する
必要がある。
猫が国のfl]i機二[場におけるIMA従業肴のピークは1991111で，それ以降は
－１１【しては減少しておl)，この1991ｲliが電機jlili業のターニング・ポイント
であった。その111111]は，鋪ｌに砺機Ｅｉ１要企業の1991年度（92KF３川U|）の
決鈍:が十数ｲIﾕぶりに減益となったこと，鋪２にはこの年の91ｲﾄﾞ闘で「史上
初の５％割れ」にとどまってしまったＩＦであった。さらに，いまひとつ付
け力Ⅱえればfli機迎合傘下のパイオニアで，３５人の管n1UIilliに対して早｣９１退職
勘〈'ｆするという，いわゆる「パイオニアショック」が起こり，ｌ｣本経済
は翌1992年の鋪lllLl半』U|から不況色が鮮lﾘlになって，髄機))ＩＩｉ業の「長｣UⅡ亭
洲」が始まった。
では，かって1980年代に「ジャパン・アズ・ナンバーワン」と言われた
JICが|玉|電機'１｢:業が，なぜ腫期のｲ亭WlIiに|lⅡ1つたのか。その主|人|は世界Ｔｌ１場お
ける比較優位を失ったことにつきる。
鋪３図は，わが'正|の主要３嘩業の１０！〔示的比較優位係数（ＲＣＡ）の推移
を机察したものである。198()年代には，主要３雌業そろって100.0を大き
く＿上|Ⅱ'１)，とりわけ電機廠業の比較優位係数は1988年当時263.4と，ｌＵ:界
の平均の2.6俗の、列的強さを誇っていた。しかし，９０年代にはいると，
まず鉄鋼産業が落ち込んだが，’二I動JIL，ｆＩｉ機の二強雌業は，総じて|玉|際TlJ
場に於ける圧倒的な競争･ﾉﾉを維持しつつも，対||((的な動きを示した。すな
わち，Ｉｆ１動IlI瀧業はずっと競争･力をﾙlli特してきているが，fIi機雌業は92年
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第３図金属機械３産業の比較優位係数（RCA）５
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111所：電機総研「ビジネスコストと企業の競ﾌﾋｶ」（2001年)，９７fIﾕ以降は筆者の延長ｲＩＩｉ計
に200.0を下lnl1)，その後2000年代の後半には150.0の水準をも割り込むな
ど，明らかに国際競争力にかげりがみられてきた。
比較優位係数（ＲＣＡ）が低下してきているということは，平たく言え
ば[|本の電機製,'１１，が世界市場に於ける競走力を失っているということを意
味している。試みに，代表的な家電機器の|阯界における日本の生産シェア
をみると，ＶＴＲは1990年当時ロ本|玉|内で世界の60％を生産していたが，
90年では8.3％まで低下した。また，半導体ＤＲＡＭも，1988年には78％
から2000年には10％まで低下している。
替わって，半導体・ＤＲＡＭは糊玉|のサムソンに，またパソコンは（東
芝のダイナブックの一時期の他Millを除けば）台湾に製造委託しているテ
ル，ヒューレット・パッカードにトップの座をlﾘjけ渡した。これらの首位
逆転は，いずれも1990年代半ばまでに起こったことであったが，９０年代後
半には携帯電話でノキア，モトローラに世界トップの座を奪われた。これ
らパソコンや鵬ilW電話を製造をしている日本メーカーは，アメリカTlj場で
携帯電話のトップ・シェアの三洋電機を除けば（ウォールマートの
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OEM)，｜｣本|玉|内TIT場向けのローカル・メーカーに転落した。2000年代に
入って，’三１本が世界シェアをjlNI1係している新製,W,にデジタルカメラや液
!}ルプラズマテレビがあるが，これらは未だ１１界の最先端il1j費市場である
[１本市場|可けが主力のiWi1W1で，これが世界l11fi品になるときには，いずれ
稗・台・'１１にシェアーを奪われることは必定で，その兆候は既に現れつつ
ある。
この原因は，アジア識|玉|とりわけ'1:１国に'1k界TlJ場おけるIilli格支配椎を握
られた上に，我が匡|電機メーカーがこれらの国々からの「Iilli格破壊」攻撃
に耐えきれなくなったことによるもので，さらにその背後には世界一の高
賃金による高コスト榊造という抜き漣しならないlllj題が横たわっていたの
である(2)。
こうしたjIiilt国，台湾，束アジア諸|正|と｢ｌ１ｌ正|の追い上げによるわが国砺機
醗業の比較優位の基盤の喪失は，｜工|際経済学の理論では要素ＩＩＩｉ格均等化の
定理で説lﾘ]される。
ストルパーストルパーーサミュエルソンの「要素Iilli格均等化の定測りに
よれば，「1吋の目[|]な輪１１}が保証されていれば，賃金の高い|玉|の労lli1l者も，
生雄要素が等しくなるところまで引き下げを免れない」というもので，低
賃金国からは低価格,hIlが大戯に流入して，Iilli格下落，絲済停滞を通じて，
賃金の引下げがまぬがれなくなる。しかし，ｉｆ金の「下方硬直性」が作用
して，産業伸洲が長期化するのであるが，こうしたプロセスを経て起った
雁川の減少が，産業の空iliil化なのである。
【画期としての2001年】
我が国の電機産業の労使は，この過程の初jUIの段階でその事態の深刻さ
に気付き，対応をはかるべきであった。だが，そうはしなかった。1991年
の赤闘で，髄機の経'嵩ＩＩｌＩは定昇.込み５％と，当時としては低額回答に１１１１さ
え込んだが，しかしその後も賃上げ要求に応え続け，電機迎合がベース。
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アップ要求を111りやめたのは2002ｲﾄﾞ水ＭＩＩであった。この間，じつに10年を
要した。この対)芯の遅さは，〃ii111の''１１題を巡っても同;様で，リストラとい
っても正規従業貝の終身雇用を守りつつ彼我の攻勢に耐えようとする不徹
庇なものにとどまった。すなわち，二1二場内ではJMIl従業員の定年等の'二I然
減や新鋭工場の新)in雁)'１に対応して徐々に非IFlM労働者への扉H1の切り替
えを実施するという，鈍くて不徹底な対応に終始したのであった。
しかし，こうした髄機企業の鈍くて不徹底な対･応も，2001年には限界に
達した。このような嗣機企業の「失敗の本質」は，当時から電機企業の経
営に当たってきた人の話の'１１に垣llll見ることができる。現東芝会長の岡村
IE氏の，次のような証言がある。
「'二1助LlIや精辮機械メーカーなどは，1990年代の初めころから新しい企
業体質をめざして着々と手を打ってきたが，エレクトロニクスメーカー
は，あまり危機意識を感じていなかった｡」と誼機企業の対応の遅れを指
摘した上で，つづけて「大きな決断で一番正要なのは過去を捨てることだ
と,思います。過去を清算するといっても人を減らす必要もあるし相当お金
もいる。過去を拾てる怖さもある。しかし営業批失一千億円，妓終扱益二
千｛意円という数字を凡て，こういう過ちを二度繰り返すと東芝は本当につ
ぶれると誰もが思うようになった。そこでようやく過去を捨てる決断がで
きたのです｡」と，述べている(3)。
ここで言う「一千億IU，二千Ｉ意１１]という赤字」というのは，2002年３月
期の決算のことである。まさに，この2001年度こそが戦後[１本の砺機産業
にとってかつてない榊造危機にllii/１つた年であり，またこの小論のテーマで
ある「雇用空iliil化」論にとってのImi期の年となった。
そのメルクマールは次の４つである。
館１は，いま述べた大手電機企業がili1:並み赤字を記録したことである。
財務省の法人企業統計の長期時系列統計は1960年までさかのぼることが可
能であるが，この45Ｊ|ﾐIlMで資本金10億|Ｊ１以上の主要企業の経常利益がマイ
ナスになったのは，2001年度の１１m|だけという，未曾有の危機的事態とな
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った。
第２に，200111iの夏から秋にかけて，髄機大手企業が相次いで緊急雇)Ｕ
施策の断行に路み切ったことである。この髄機大手企業の大リストラは，
新llH･週刊誌で「松~ﾄﾞｆＩｉ器８万人対象人減らし」（夕刊フジ)，「’'三l立２万人
ＩＩｊＩ減」（[Ｉ刊ゲンダイ）などと大々的に報じられたが，′ili機H1:業の労使に
とっては終戦ul後の「企業艘Ⅲ'1．レッドパージ」以来の緊急事態となっ
た。
第３に，この結采，この年の稲機)１１｢i業の雁)'１は，Ｉ|ミルA労(1腓片プラス非正
規労働者の企従事者ベースで，９０年代を､､じて維持してきた180ﾉJ人を，
初めて割り込む異常事態となった。
第４に，この年の＊になって電機連合は来るべき02ｲﾄﾞﾙﾘにlMiiんで，賃上
げ要求を兄送る決定をした。1955ｲli，当時の電機労述が八lMi共ljillに参画
したことで始まった券6Mで，つねに秤闘の'１｣核2剛'１であった↑(i機がベアゼ
ロとなったことは，まさにＨら赤lIMIlに終潟をリ|導を渡すことになったので
ある。
【構造再編劇と雇用空洞化】
2001年の我が国流機脈業の停洲は，この年がｌＵ:界的なIT111i環の谷1111に
遭遇したことがiULI接のり|き余になったことは砿かであるが，’三１本だけがこ
のように危機的かつ緊急・』Ｉ餅Ｉｉの事態に１１１hつたのは，別の要lklがあったと
考えるのが妥当であろう。それは，1987年以降，世界一の尚貸金・高コス
トになった我が|玉lflii機脈業が，糊正|や台湾，また束アジア諸国，さらには
''１国からの{illi格破壊攻勢によって，比較優位を劣化させたことによる構造
的原因に基づくものである。
したがって，この2001年の緊急)ii1111対譽策の後には，近い将来に冠機産業
の本格的橘造ill編力ＭＭ§化するとみられていた。筆粉はその幟造ＩＩｊ編劇
は，「|ﾘﾐ界メーカーの水位水iM(iが必ずや上がってくることで，大規模な
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｢撤収戦」を迫られてくること，国際的規模での業界ＩＶ編になる」と指摘
してきたい)。そのうえで，2001年のリストラを1mi期としてはじまった)寵川
の減少が，「Ｍ１１の空洞化」の予兆であ')，その後に始まる！i｢i業の椛造再
編劇のなかで本格化するだろうと千ill'Iしていた。しかし，この予測は，
2003年から2004年にかけてのデジタル殿気によって，いったん111断され先
送りされた。
しかし，2005年３)1期のソニーの徽業赤字決算，また'１月から１２月にか
けて表面化した三洋711機とパイオニアとの髄機企業の総'哲危機は，我が|工｜
電機産業の大ＩＩＪ編を告げる111来事であった。。
我が国のf(n機産業の雄業休lIillは総合flii機３社，亜f１１機３社，家電・帝響
４社，通信・コンピュータ３社の大手13社休Ilillで，これは1990年当時と今
も変わりなく，産業柵造のI1Jjliliiiは起らなかった。このｌｌｌ，鉄鋼産業は大手
５社体制から２社に，また都Ｔｌ7銀行がIill銀12行から３グループに再編が進
み，あるいは比較優位を維持している自動IMi業でも１１７編が進んでいる。
三洋電機とパイオニアの)jIiql)行きは未だつまびらかでないが，新聞報道
によるとiil1j社の経'獣危機が「デジタル家電のIIlli格下落による収益力の悪
化」とされている点は注｢'すべきである。1990年代以降，アジア並びの中
国からの「Iilli格破壊」攻撃に，我が'工|電機メーカーは一つとして落ちこぼ
れることなく耐えてきたが，今度のこの２社が内外資本による|Ⅱ|際的な規
模を含めた提鵬・統合にまで進むとするならば，我が国電機産業の本格的
な産業再細が妬まり，雁１１]への影響は本格化することになろう。
相対的に低位な要素I1lli格の'五|々への海外投資を拡大し，それを挺子にキ
ャッチアップしてきた国々からの｛llli格破壊の攻勢を受けるという，いわゆ
る要素価格均等化が貫徹するなかで，要素I1lIi;烙の高位の|玉1の労働者の「賃
金破壊」の「雁)１１破壊」をもたらすことが「産業の空洞化」であるとする
と，今それか顕在化し始めているということである。
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《注》
（１）電機連合「電機産業の雇用織造に関する調査」及び「電機産業における
請負活用に関する実態調杏」（2001年＆2004年)，佐藤博樹・電機総研「ＩＴ
時代の雇用システム」（日本評論社，2001年）
（２）賃金の匡|際比較については，小林良'１場「日本経済どこからどこへ」（｢現
代の理論」2004年秋号）
（３）岡村正「人間発見・過去を捨てる恐怖と戦う」（｢日本経済新聞」
2005.8.29.夕刊）
（４）小林良'陽「電機産業に何がおこったか」（久本憲夫・電機総研「企業が
割れる」日本評論社，2005年）
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《Abstract》
Theresearchesontheh(〕ⅡowingoutofJapalleseindustrieshavea
historyof30years,|)utthestudiescarriedoutl)ynlanyofresearchers 
andinstitutesllavel)eel1relyingonthepresuml)tiol1thatthehollowing 
outofJapalleseindustrieswaseitheroccurringorwasintheprocessof 
occurrllIg、
However，thehollowingoutofJapalleseindustriesdidnotreally 
happel]duringthose30years,illfactithadoccurredol)enlyjustafter 
l997・Therefore,itseemedthatthemajorityoftllel)astresearchpapers
hadbeenbasedollillusion，fiction，withoutsubstance・
Thispaperisaiｍｉｎｇｔｏｍａｋｅｃｌｅａｒｔｈｅｒｅａｓｏｌ１ｓｗｈｙmallyresearches 
hadmadefalsestatementsandtoprovetheprocessofthehollowingout 
ofJal)aneseindustries，１)ｙｔａｋｉｎｇａｎｅｘａｍｌ)IeofJapalleseelectric 
manufacturingil1dustries． 
